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会計基準の国際的収斂―米国 GAAP と IFRSs のコンバージェンスの軌跡―（要約） 
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第 1 章 序 ― 問題設定・構成・研究方法 ― 
 
会計基準の国際的収斂（コンバージェンス）が米国 SEC/FASB および IASC/IASB の二極
を軸に展開され，その波紋は我が国の会計制度・理論・実務にもおよんでいる。会計基準
の国際的収斂は，財務会計の研究者の主要なテーマの一つとなっている。IFRS の任意適用
の開始，修正国際基準（JMIS)の公表により，実務においても会計基準の国際的収斂への対
応が急務となっている。SEC/FASB および IASC/IASB の会計基準のコンバージェンスを標
榜する活動の軌跡を辿り，国際的に認められる会計基準を巡る SEC/FASB と IASC/IASB の
覇権争いが，我が国を含む世界の財務諸表の利用者および作成者にとって有用であるかに
ついて検討している。焦点を当てたターゲット企業は，クロス上場企業である。それは IFRSs
のメインユーザーは，母国証券市場以外に資金調達の場を求める多国間公募企業であると
考えるからである。 
第 1 部では，SEC/FASB の外国民間発行体向けの開示規制の変遷が，第 2 部では，
IASC/IASB の IFRSs 普及のための基準設定とその影響が記述される。第 3 部では，セグメ
ント報告基準とリース会計基準の国際的収斂を取り上げている。FASB と IASB の共同プロ
ジェクトの成果が比較的短期に結実したセグメント報告基準と収斂作業が難航しているリ
ース会計基準を題材とすることで，開示と測定に関わる会計基準の収斂に関する一般的問
題を析出しようとしている。 
本研究の特徴の一つは，規範・理論的アプローチと実証的アプローチの双方の研究成果
が援用されていることである。広範囲にわたる会計基準の計算構造上の理論的課題と同時
に，実証的課題が示される。また，SEC/FASB と IASC/IASB の覇権争いという視点に立ち，
会計基準の国際的収斂の動向を捉えていることも，本書の特徴の一つである。こうした視
点は類書にみられず，本書は会計基準論と同時に会計政策論の範疇に位置づけられる。 
 
 
第 2 章 SEC の外国民間発行体向け開示規制と事例分析 
 
本章では，まず，米国 SEC の外国民間発行体向け開示規制の概要とその趣旨，開示規制
に関する賛否を素描し，その後，EU における IFRS アドプションを推進する引き金となっ
たとも言われる Daimler-Benz のケース・スタディーを行っている。 
複式簿記原理は普遍的で，世界共通であるが，経済・会計環境は，国によって異なる。
経済・会計環境の国際的相違は，会計処理基準の国際的多様性をもたらした。証券規制当
局が会計処理基準の国際的多様性に対処する主な方法は，次の３つである。第１は，他国
の基準を相互承認する方法，第２は，自国 GAAP への調整差額情報の開示を要求する方法，
第３は，会計基準の国際的収斂を模索する方法である。SEC は当初，第２の方法を選択し，
Form 20-F 調整表作成規則第 17 項および第 18 項において，米国 GAAP を適用しない外国民
間発行体に対し，純利益および資本の増減をもたらす項目ごとに表示し，ボトムラインに
米国 GAAP に準拠した純利益および資本を示すことを求めた。 
SEC が第２の方法を選択したのは，外国企業が米国企業より優遇されたり，差別される
ことがないように配慮し，外国企業を米国企業と平等に扱う内国民待遇（national treatment）
を原則としたからである。SEC は内国民待遇を原則とすることで，米国証券市場で有価証
券を発行し，流通させる企業に対しては，国籍を問わず，米国 GAAP に準拠させ，米国企
業に不利益をもたらさないこと，外国企業にも米国企業と同じ様式にしたがって経営成績
を報告する義務を課し，合理的な企業間比較を促進し，財務報告の透明性を確保し，もっ
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て「投資家保護」に資することを企図した。 
SEC は「投資家保護」と同時に，「市場の質確保」という政策目標を掲げた。SEC の外国
民間発行体向け開示規制に懐疑的な論者は，外国企業に厳格な開示義務を課すことは，外
国企業の米国市場における株式・社債の発行を躊躇させ，米国投資家が世界の優良企業へ
投資する機会を奪い，市場の公正性を損ねるおそれがあり，「市場の質確保」には必ずしも
結びつかないと主張した。一方，米国証券市場に上場する外国企業数の伸び，米国以外の
証券市場のインサイダー取引防止機能不全を理由に，SEC の開示政策を支持する論者も見
られた。 
Daimler-Benz の NYSE 上場（1993 年 10 月 5 日）は，EU における IFRS 導入を推進する引
き金となったとも言われる。会計基準の国際的調和（収斂）の必要性を説くに際し，
Daimler-Benz の事例はしばしば言及される。そこで，Daimler-Benz の Form 20-F 調整表の開
示と市場の反応について検討し，ケース・スタディーを行った。1993 年に Daimler-Benz は，
ドイツ GAAP によると，602 百万ドイツマルクの純利益を計上したにもかかわらず，米国
GAAP に準拠すると，▲2,441 百万ドイツマルクにおよぶ多額の当期純損失を計上した。純
損益に影響を与えた主要因は利益剰余金，のれん，企業買収，年金，金融商品，繰延税金
であった。米国 GAAP より保守的なドイツ GAAP は，偶発債務・損失に対し，相対的に多
くの引当金を設定させる。期待正常リターンと実績リターンの差を日時異常リターンとす
る標準的イベント・スタディーの結果，Daimler-Benz の NYSE 上場見込みのアナウンス日
とその 3 日前に正の異常リターンが確認された。 
Daimler-Benz の経営者は，ドイツ銀行への過度な資金提供依存，ドイツ証券市場が飽和状
態であるという認識に基づいて，NYSE 上場を決定したと解される。Daimler-Benz の事例は，
米国が NYSE という世界に冠たる証券市場を擁することにも支えられ，国際的に認められ
る会計基準設定を巡る覇権争いにおいて，当時，圧倒的優位に立っていたことを物語って
いると言える。 
 
 
第 3 章 米国 GAAP 調整表開示規制の有用性 
 
第 2 章では，SEC の 20-F 調整表開示規制の概要，趣旨，賛否を明らかにした。また，米
国 GAAP とドイツ GAAP の利益および資本の測定に関する主要な相違を析出した。第 2 章
では，計算構造に着目し，規範的議論に重きを置き，Daimler-Benz の NYSE 上場に関する
イベント・スタディーを行ったが，多くの企業を対象とした実証的研究について考察しな
かった。第 3 章では，20-F 調整表開示規制の有用性に関連する実証研究をサーベイし，そ
の後，企業価値モデルのパフォーマンスを検証している。 
米国 GAAP 調整表が投資家にとって有用であるかについて検討した先行研究を，次の 3
つに分類する。第 1 は，米国 GAAP と外国 GAAP の差異に関する調整表の株価関連性につ
いての研究，第 2 は，出来高アプローチを採用し，公表利益の情報内容を分析する研究，
第 3 は，IAS と米国 GAAP のパフォーマンスを比較する研究である。 
第 1 のタイプの研究は，20-F 調整表の有用について相反する結果を示し，検証結果は一
致しない。これらの論文では，株式出来高率（売買株数÷発行済み株式数）が算定され，
20-F 調整表提出日前後の残差出来高率を従属変数とするモデルが検証された。外国 GAAP
利益から米国GAAP利益への調整率が高いと，残差株式出来高率が生じる傾向が見られた。 
主要な先行研究をサーベイした後，サンプル 86 社を次の 2 つに分けて，企業価値モデル
の相対的パフォーマンスを比較した。1) 米国 GAAP 完全準拠 23 社，2) 米国 GAAP 調整表
開示 63 社。先行研究で用いられた EC モデル，BV モデル，RI モデルの他に，（利益調整差
額／本国 GAAP 利益または IFRS 利益）の絶対値を期末株価で除した値を追加変数とする
EC’モデル，BV’モデル，RI’モデルについても検証した。IFRS1「国際財務報告基準の
初度適用」の発効日（2004 年 1 月 1 日）にあわせて 2004 年を対象年度として選択した。BV
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モデルと EC モデルの優务順位は，先行研究と異なっていたが，RI モデルの株価説明力が
秀でており，RI モデルの卓越性が窺われた。いずれのモデルにおいても，米国 GAAP 完全
準拠型企業の株価説明力は，米国 GAAP 調整表開示企業のそれを凌ぎ，IFRS を軸とした会
計基準の収斂が，米国投資家に便益を必ずしももたらさないことが示唆された。  
SEC は 2007 年 11 月に，20-F 調整表開示規制の撤廃を決定した。この決定により 2008 年
以降には，アニュアル・レポートを活用し，20-F 調整表開示の有用性を分析することはで
きなくなった。 
利益の持続性，アナリスト利益予測分散の減尐を，財務報告の質向上の判断基準とする
のが妥当であれば，20-F 調整表開示規制の撤廃は，投資家保護志向が「強い国」の財務報
告の質を低下させたと推計される。投資家保護志向が「強い」国の企業が自発的開示によ
り情報ロスを補う試みはなされていないと思料され，20-F 調整表開示要求の撤廃は，時期
尚早である，という主張が支持された。 
 
 
第 4 章 クロス上場企業の会計基準選択行動 
 
 本章では，米国以外の英国証券市場なども対象に含め，検討する市場の範囲を拡大して
いる。英国証券市場は，クロス上場外国企業に対し，本国 GAAP，IAS，米国 GAAP のうち
から１つを選択するオプションを付与していた。準拠する会計基準の選択に関し，自由裁
量権が与えられるロンドン証券市場において，クロス上場外国企業がいかなる理由から会
計基準を選択したかについて検討している。また，国際的に認められる会計基準に関する
覇権争いにおいて，米国GAAP と IFRSs のいずれが優位に立っていたかについて論考する。 
まず，ロジット・モデル分析を行った先行研究をレビューした。日本企業とドイツ企業
は国際的 GAAP を採用する傾向が見られた。 
米国証券市場に上場する外国民間発行体（FPI）は，2007 年 11 月 15 日以降に終了する事
業年度から，連結財務諸表の作成・開示にあたり，一部の基準をカーブアウトしない Pure 
IFRS，米国 GAAP，本国 GAAP（米国 GAAP への調整表を添付）の 3 つの選択肢を付与さ
れた。調整表開示の免除により，Pure IFRS 適用企業が増加し，米国 GAAP または本国 GAAP
を適用する FPI は，減尐すると予想された。 
オプションの行使ではなく，IFRS 適用に関する本国基準が改正されたことに起因しても
行われる。そこで，IFRS 適用規制が改正された国（ブラジル，チリ，日本）のサンプル企
業を除き，2009 年から 2010 年にかけての IFRSs 適用会社数の推移をみると，(a) IFRSs 強制
適用国については 2 社増，(b) IFRSs の任意適用国については 8 社増，(c) IFRSs 適用禁止国
については 3 社増，合計で 13 社，10％（=13/134×100）の増加にとどまった。13 社は連結
財務諸表の作成基準を米国 GAAP から IFRS へ変更した 8 社と本国 GAAP から IFRS へ変更
した 5社の合計であり，対前年比で米国GAAP 適用企業は 3％減，本国GAAP適用企業は 2％
減尐したにすぎない。 
このような調査結果から，調整表開示要求撤廃後，IFRSs を適用する FPI は，急増しなか
ったことが明らかになった。その第 1 の理由は，IFRSs が重要性を帯びてくる以前から米国
GAAP が一組の高品質な国際的基準として機能していると FPI の経営者が認識し，継続的に
米国 GAAP または本国 GAAP（米国 GAAP への調整表を添付）を適用したからである。第
2 の理由は，米国 GAAP または本国 GAAP（米国 GAAP への調整表を添付）から IFRS への
移行コストが移行により得られるベネフィットを超えると FPI の経営者が認識したからで
ある。第 3 の理由は，米国の製品・金融市場へ参入し，自社の知名度アップ，資金提供者
の拡大をはかる FPI は，home bias friction の緩和を意図して米国 GAAP を選好したからであ
る。 
IAS の適用を選択した企業が EPS に関するアナリストの予測精度を向上させたかを，利
益予測データを公表したアナリスト数（NUM)，持分の時価の自然対数（MVE），IAS をベ
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ンチマークとした会計基準の差異指標（DIF）を説明変数とする回帰分析を行った。 
サンプル企業の要件を，1) 2004 年 9 月現在におけるロンドン証券取引所に上場する外国
企業である，2) 初上場日が 2001 年 12 月末以前である，3) GAAP 2001 の対象となっている，
4) I/B/E/S に収録され，アナリストの EPS 予測などのデータが提供され，COMPUSTAT 
GLOBAL に含まれ，株価，株式時価総額などを入手できるとした。国別サンプル数はオー
ストラリア（5），カナダ（4），中国（3），チェコ（3），デンマーク（1），エジプト（4），
フランス（1），ドイツ（7），ギリシャ（4），ハンガリー（3），インド（9），イスラエル（2），
日本（19），マレーシア（2），オランダ（5），ノルウェー（2），ポーランド（5），アイルラ
ンド（21），ロシア（2），单アフリカ（11），韓国（1），スウェーデン（3），スイス（2）， 台
湾（7），計 126 社である。日本企業は東レ，ソニー，東芝，ホンダ，NEC，富士通，TDK，
住友信託 銀行，三菱電機，三菱商事，大和証券グループ，キリンビール，鹿島，全日空，
NTT，オートバックスセブン，コナミ，トヨタ自動車，武富士，計 19 社である。 
NUM にかかる係数の符号は，期待どおり負で，EPS 予測を発表するアナリスト数が増え
るにしたがって，予測誤差が縮小する傾向が見られたが，統計的に有意でなかった。MVE
にかかる係数の符号は，期待どおり負かつ有意であった。株式時価総額が高くなるにつれ
て，アナリスト予測誤差が小さくなる傾向が見られた。DIF にかかる係数の符号は，期待ど
おり正でありかつ有意であった。国際的 GAAP との差異が減尐する（あるいは解消される）
につれて，アナリストの EPS 予測の誤差が縮小し，利益に関する財務報告の質が高まると
推計された。 
 
 
第 5 章 欧州企業の IFRSs 初度適用事例の分析 
 
前章までは，SEC/FASB の動向について論述した。国際的に認められる会計基準設定を巡
る覇権争いのもう一方の主体である IASB は，IFRSs の普及に向けてどのように会計基準を
整備し，欧州企業の財務諸表にどのような変化が生じたのか。この問いに答えるため，本
章では，IASC/IASB の動向に目を転じ，まず 2003 年 6 月 19 日に公表された，IFRS1「IFRS
の初度適用」を概説する。その後，先行研究を参考に，FTSEurofirst 80 index Firms をサンプ
ルとして，IFRSs 初度適用の純利益への影響を，次に FTSE 100 index Firms をサンプルに，
IFRSs 初度適用の純資産への影響を分析する。 
個々の基準が各国 GAAP 純利益と IFRSs 純利益の差異に与える影響を項目別に示してい
た 17 社について，Partial Comparability Index(PCI) を算定した。IFRS3「企業結合」に関す
る調整をした企業が 15 社で最も多かった。調整企業数の多い順に並べると，IFRS2「株式
報酬」12 社，IAS19「従業員給付」12 社，IAS12「法人所得税」9 社，IAS38「無形固定資
産」9 社，IAS32,39「金融商品の開示/認識/測定」6 社，1AS18「収益」5 社，IAS36「資産
の減損」5 社，IAS37「引当金, 偶発債務, 偶発資産」5 社，IAS2「棚卸資産」3 社，IAS16
「有形固定資産」3 社，IAS17「リース」3 社，IAS21「外国為替相場変動の影響」3 社，IAS23
「借入費用」1 社，IAS41「農業」1 社であった。19 の調整項目のうち，12 の平均 PCI が 1
以上であり，純利益を押し上げた。純利益をもっとも増加させた基準は IFRS3 で，PCI 平均
（メディアン）は 1.13(1.10) であった。 
公正価値測定を多用する IFRSs は，純利益のボラティリティーを拡大させると批判され
るが，IFRSs の強制適用開始直後には，そうした批判が的を射ていると判断するに十分なほ
ど，データは蓄積されていなかった。IFRSs への移行は，短期的には，貸借対照表項目とり
わけ純資産に重大な影響を与え，財務制限条項に抵触する可能性があると解される。              
2005 年 1 月 1 日における英国 FTSE 100 index Firms をサンプルに，IFRSs 適用に伴う調整
額の対純資産比率の平均値を算出した。絶対値で見て最大の調整項目は，退職給付債務 [固
定]-15.45％であり，2 番目は有形固定資産 10.58％，3 番目は現金及び現金同等物 [流動] 
8.03％，4 番目は他の金融資産 [流動]-7.11％，5 番目は繰延税金資産 [固定]6.26％，6 番目
 5 
 
は借入金 [固定]-5.97％，7 番目は繰延税金負債 [固定]-5.89％，8 番目はのれんと無形固定
資産 [固定]-4.41％であった。監査人の重要性の判断基準は一般に 5％から 10％であり，7
項目に関する調整は監査上も重要と考えられる。 
IFRSs 移行に伴う調整額の対純資産比率の標準偏差が追加的に計算された。平均値の高い
調整項目は，概ね標準偏差も高く，上位を占めたが，平均値では 8 番目ののれんと無形固
定資産が標準偏差では最上位であった。一般事業会社と金融機関にサンプルを分けて，金
融商品に関する IFRSs 適用に伴う調整額の対純資産平均比率を再計算した結果，一般事業
会社が 2.63％，金融機関が 0.38％で，予想に反して低かった。Aisbitt [2006] の調査結果に
よると，英国 GAAP 純資産と IFRSs 純資産の間に統計的に有意な差があるとは推計されな
かった。しかし，基準別に見ると IAS19/IFRS2「従業員給付/株式報酬」，IAS10「後発事象」，
IAS18「収益」，IAS12「税金」，IAS16「有形固定資産」に関する調整は，英国 GAAP 適用
企業の純資産に尐なからず影響を与えたことが示唆された  
 
 
第 6 章 IFRSs 初度適用時の利益調整の情報内容 
 
第 5 章では，（EC）No.1606/2002 の趣旨に沿い，EU 域内上場企業が IFRSs を適用した結
果，純利益および純資産にどのような影響がおよんだか，純利益および純資産を変動させ
る主因は何かについて検討した。欧州企業による IFRSs の自発的適用，任意適用，強制適
用にともなう利益調整差額に関する知見は，我が国における IFRSs アドプションの課題を
探る上での有効な材料となると思われる。第 6 章では，先行研究の手法を用い，2005 年度
前後の欧州企業の財務報告を分析し，IFRSs の初度適用時の利益（純資産）調整が新たな相
対的情報内容，増分情報内容をもつかについて検討している。 
利益調整差額情報に関する先行研究は，欧州各国 GAAP から米国 GAAP への調整に関す
る研究（類型 A），IFRSs から米国 GAAP への調整に関する研究（類型 B），欧州各国の GAAP
から IFRSs への移行・調整に関する研究（類型 C）に大別される。 
Horton and Serafeim[2009] は，このうち類型 C に属する。彼らは 2006 年 12 月 31 日現在
において，ロンドン証券取引所に上場し，FTSE 350 を構成する企業のうち，英国 GAAP 非
適用企業，投資信託会社，米国 GAAP 適用企業などを除く 297 社を対象に利益（純資産）
調整情報が価値関連性をもつか否かを次のモデルにより検証した。英国 GAAP から IFRSs
への調整情報公表5日後の株価を従属変数とし，1) 英国GAAP準拠 1株当たり純資産簿価，
2) 英国 GAAP 準拠 1 株当たり純利益，3) IFRSs 準拠 1 株当たり純資産簿価と英国 GAAP 準
拠 1 株当たり純資産簿価の差，4) IFRSs 準拠 1 株当たり純利益と英国 GAAP 準拠 1 株当た
り純利益の差の 4 つを説明変数とする回帰分析を行った。3) の係数は有意でなかったが，
4) の係数は有意であり，IFRSs 利益調整は英国 GAAP を超える価値関連性を有していると
推計された。 
Barth et al. [2014]も類型 C に含まれる。彼らは 2005 年に IFRSs を強制適用し，英文財務
諸表を公表した 15 カ国 1,201 社をサンプルに，２つのモデルを検証した。第 1 のモデルは，
2004 年度の決算日から起算して 4 カ月後の株価を従属変数とし，1) 自国基準に基づく 2004
年度末の純資産，2) 自国基準に基づく 2004 年度の純利益，3) 自国基準から IFRSs への移
行による 2004 年度純利益の調整額，4) 自国基準から IFRSs への移行による 2004 年度末純
資産の調整額，5) 企業が j 国を本拠とすれば 1，そうでなければ 0 とする 2 値変数，6）企
業がk産業に属すれば1，そうでなければ0とする2値変数を説明変数とするモデルである。
第 2 のモデルは，第 1 モデルの説明変数のうち，3)を変更し，IAS39「金融商品」，IFRS3「企
業結合」，IAS19「従業員給付」，IFRS2「株式報酬」，IAS2「棚卸資産」，IAS12「税金」，IAS16
「有形固定資産」，IAS17「リース」，IAS37「引当金，偶発債務，偶発資産」，IAS38「無形
資産」，およびその他に関する調整を項目別に分析する。第 1 モデルの検証の結果，3) と 4) 
の係数は金融機関，非金融機関の双方ともに有意であり，純利益および純資産の自国基準
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から IFRSs への調整額が価値関連性をもつことを示唆した。第 2 モデルの検証の結果，業
種により価値関連性をもつ基準が異なる証拠が示された。正かつ有意であったのは，金融
機関については IAS39「金融商品」のみであり，非金融機関については，IFRS 3「企業結合」，
IAS 17「リース」，その他であると推計された。 
Christensen et al. [2009] も類型 C に含まれる。彼らは，ロンドン証券取引所に上場する 137
社をサンプルとして，英国 GAAP 純利益から IFRSs 純利益への調整が負債契約，財務制限
条項に与える影響について検討し，IFRSs への調整表が将来利益の予測に役立つかについて
も検証した。全サンプル企業については，IFRSs 純利益と英国 GAAP 純利益の差の係数は，
正かつ有意であった。英国 GAAP 純利益から IFRSs 純利益への調整額の符号が負のサンプ
ルについては，γ2 は有意でなく，英国 GAAP 純利益から IFRSs 純利益への調整額の符号
が正のサンプルについては，γ2 は有意であった。IFRSs への調整の有意性は調整額の符号
に左右された。Christensen et al. [2009] にしたがい，英国 GAAP 利益から IFRSs 利益への調
整の予測能力を検証した。検証の結果，アングロ・サクソンモデルに属し，IFRSs と類似す
る基準を有すると言われる英国においてさえ，公正価値測定を多用する IFRSs への移行は，
純利益を有意なほど増加させたことが析出された。英国企業の検証結果は，ヨーロッパ大
陸型モデルに属する日本企業への IFRSs 適用のインパクトが大きいことを窺わせた。 
 
 
第 7 章 セグメント報告基準の国際的収斂 
 
IASB は，セグメント報告に関する収斂プロジェクトを短期に完成させるもっとも卖純か
つ最適な方法は，財務会計基準書第 131 号（SFAS131,1997）「企業のセグメントおよび関連
情報に関する開示」の文言を使用することであると判断し（IFRS 8, BC16），一部の例外を
除き（IFRS 8, BC60），SFAS131 の規定に揃えた。IFRS 8 が SFAS131 とほぼ同じものとすれ
ば，SFAS131 による報告実践を分析し，SFAS131 に関する先行研究をレビューすれば IFRS 8
の問題を浮き彫りにできると考えられる。そこで，本章では SFAS131 によるセグメント報
告実践の分析に焦点をあてるが，分析に先立ち，IFRS 8 の特徴，IAS 14 からの主要な変更
内容を要約した。 
IFRS 8 を特徴づける規定は，以下に見られる。 
(1) 適用対象を持分証券または負債証券の公開会社（発行手続中の会社を含む）に限定して
いる（IFRS 8，par.2，BC18）。 
(2) セグメント別利益（損失），資産，負債の測定方法の説明を要求している（IFRS 8，par.27）。 
(3) セグメント別売上，利益（損失），資産，負債，その他の合計に関し， 企業実体の財務
諸表の対応金額への調整表開示が要求される（IFRS 8，par.28）。 
(4) 異なる製品またはサービス別売上高，国別・主要顧客別売上高と保有関連資産に関する
情報開示を要求している（IFRS 8，par.32-34）。 
IFRS 8 の IAS 14 からの主要な変更内容は，以下のとおりである。 
(1) 事業管理方針を重んじ，基本的報告様式と補足的報告様式に分ける IAS 14 の報告様式
を採用しなかった（IFRS 8，IN11）。 
(2) 当該構成要素が業績管理卖位であれば，他のセグメントへの売上・振替が総売上の大半
（または全て）を占めたとしても，当該構成要素は報告セグメントたりえる（IFRS 8，
IN12）。 
(3) 資源配分，業績評価のために最高業務意思決定者に報告される金額に合わせて事業セグ
メントの各項目を報告することを要求し，IAS 14 のように，連結財務諸表作成にあたり
採用した会計方針との一致を求めない（IFRS 8，IN13）。 
(4) IAS 14 はセグメント収益・費用・利益・資産・負債を定義したが，IFRS 8 では，それら
を測定する方法の説明を求めるにとどめる（IFRS 8，IN14）。 
(5) セグメント報告の対象となるのは，セグメント損益の測定に含まれる項目，および最高
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業務意思決定者が定期的にレビューする項目である（IFRS 8，IN16）。 
 
SFAS131 によるセグメント報告実践に関する先行研究をレビューする。まず，Hermann and 
Thomas [2000]は，SEC の EDGAR から Form 10-K を入手し，1998 年 Fortune 500 社のうち
金融機関，保険会社，不動産会社，および直近 2 年度に重要な事業を売却した企業を除く
SFAS 131 適用企業 100 社（早期適用企業 12 社を含む）をサンプルとして選択した。SFAS 14
による事業セグメントの平均（メディアン）が 3.4（3）であるのに対し，SFAS 131 による
全企業の事業セグメント平均（メディアン）は，3.8（3.5）であり，わずかに報告セグメン
ト数は増加した。カイ自乗検定によると，SFAS 131 の適用前後の報告セグメントの度数分
布に有意な差は見られなかった。SFAS 14 適用時に 77 社のうち，74 社が地域別利益を開示
していたのに対し，SFAS 131 適用時には，74 社のうち 12 社だけが地域別利益を開示する
にとどまった。投資家が地域別利益を重視し，それに依存しているなら，SFAS 131 はディ
スクロージャーの有用性を減退させた可能性がある。SFAS 131 の適用時に収益および資産
以外の項目の開示が総じて減尐した。 
Nichols et al. [2000] は，Business Week Global 1000 に含まれた米国多国籍企業 123 社をサ
ンプルとして抽出し，地域別開示状況を調査した。国際的取引の増加とともに，企業は広
範な地域をグルーピングせず，国別または大陸別に分解した情報を開示すると予測し，開
示カテゴリー別の外国売上高比率または外国売上高を示した。国際的取引の水準と国別開
示（または大陸別開示）の間に有意な関係が見い出されるかを一元配置の分散分析（ANOVA）
および Kruskal-Wallis ノンパラメトリック一元配置分散分析を行ったが，国際的取引の水準
と地域区分様式の間に有意な関係は確認されなかった。対応のある平均値の差の検定によ
って，地域別セグメント・ディスクロージャー様式と外国売上高・比率の間に有意な関係
が見られるか否かを検証したが，有意な差があるとは推計されず，企業は国際的取引の水
準に関わりなく，SFAS 131 が容認した“other”というカテゴリーを使用しつづけ，グルー
ピングが曖昧である，という SFAS 14 に内在した問題は解消されなかった。 
Paul and Largay [2005] は，ダウ・ジョーンズ工業株価（Dow Jones Industrial Average - DJIA）
指数銘柄 30 社が SEC に提出した Form 10-K を収集し，SFAS 131 公表の影響を次のように
纏めた。一般に，DJIA 銘柄企業は SFAS 131 に準拠し，従来より多くの事業セグメントを
識別・開示した。しかし，依然としてセグメント報告をおこなわない企業（Home Depot），
複数の中核となる事業をもち，多角的に事業を展開させながらも，地域別セグメント報告
のみを行う企業（Coca-Cola，Procter ＆ Gamble）， 事業別セグメント／地域別セグメント
を混合させ，詳細な分割情報を提供しない企業（Caterpillar）が見られた。Caterpillar が企業
全体の利益に対するセグメントの貢献よりも，予算と実績の対比を重視し，各セグメント
への資源配分 を決定しているとすれば，財務諸表の利用者が過度に SFAS 131 に依拠する
ことに警鐘を鳴らさねばならない。Boeing，Disney，DuPont などの世界のトップカンパニ
ーは事業セグメントを細分化し，各セグメントの収益性について詳述し，有益な財務報告
を行った。米国の会計不信の引き金となり，世界市場を席巻する株安の端緒となった Enron
は，天然ガス・石油採掘精製事業の売上高，利益に占める割合は，それぞれおよそ 3％，8％
にすぎなかったが，当該事業のみを報告セグメントとして認識する企業も見られた。 
Tsakumis et al. [2006] は，SFAS 131 に準拠し，地域別セグメントを認識する際に，米国企
業が用いる重要性基準が多様であったことを事例をあげて説明する。IBM は総収益の 
10.5％を占める日本のみを独立セグメントと認識し，Texaco は総収益の約 5.3％を占めるオ
ランダを分離表示し，DuPont は総収益の 1％以下のシンガポールを含む 11 カ国に細分した。
Fortune 500 社（1999 年 4 月 26 日付）のうち，1998 年のアニュアル・レポートが入手可能
で，米国以外における 1998 年国別売上高を開示していることを要件にサンプル 115 社を抽
出・選択し，各企業の国別開示比率を従属変数とし，1) 外国売上高が総売上高に占める比
率，2) 営業活動を行う国数，3) 総資産の自然対数，4) SFAS 131 適用前年の国別外国売上
高比率の 4 つを説明変数とする回帰分析を行った。その結果，1）の係数は負かつ有意であ
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り，国別開示が自社の競争優位を揺るがし，多大な損害をもたらすと認識する企業の経営
者は，外国営業活動の国別開示を回避しようとすると推計させる。2）の係数も負かつ有意
（1％水準）であり，より多くの国に子会社をもつ企業は，外国営業活動を国別に開示しな
い傾向があると推定させた。 
外国売上金額と外国売上高比率が上昇するに伴って，異なる国または地域を卖一のセグ
メントとして集計する傾向が緩和されると期待されたが，検定の結果，それを裏付ける経
験的証拠は導き出されなかった。報告セグメント数の増加効果は望めず，期待と現実（の
実践）のギャップは埋められそうもない。SFAS 131 では，報告セグメントの利益額または
損失額を開示項目に含めると規定しているにもかかわらず，地域セグメント別利益を開示
しない報告実践が一般化しており, 開示項目の大幅な増加も実現しそうもない。経営のグロ
ーバル化を進展させた企業が地域セグメント別利益を非開示とする報告実践は，IFRS 8 発
効後も継続的に維持される可能性がある。内部管理目的で作成された資料を外部公表用財
務諸表に流用でき，追加コストなしで四半期セグメント報告が可能と考えられ，低コスト
でセグメント情報をタイムリーに提供できると思料される。しかし，従来機密情報であっ
たセグメント情報を外部に公表することにより得られるベネフィットが，情報作成コスト
を超えるかは定かではない。 
 
 
第 8 章 セグメント報告基準の収斂効果の検証 
 
セグメント情報は利益予測精度の向上，投資分析に有効であり，証券アナリストにとっ
ての必須情報でもある。投資家は，報告セグメント数の増加，内部管理用の区分卖位と一
致するセグメントの認識を要望する。IASB は FASB と共同でセグメント報告基準の収斂プ
ロジェクトを開始し，共同プロジェクトの成果を IFRS 8 として公表した。IFRS 8 において
は，マネジメント・アプローチを導入し，投資家，証券アナリストのニーズに応えようと
した。IASB は，IFRS 8 の発効日以後の決算期を対象に，マネジメント・アプローチの効果
と影響を調査し，2013 年 7 月に，IFRS 8 発効後のレビューを公表した。 
IFRS 8 は，経営者の視点に立ち将来の業績・キャッシュ・フローを予測する能力が改善
される，経営者が重要と認識するリスクが強調される，情報入手が容易になり，経営者の
中間報告回数の増加を助長するなどのベネフィットをもたらすと期待された。一方，IFRS 8
の発効は，企業ごとに内部組織構造は異なるので，企業間比較可能性が損なわれる，頻繁
な内部組織の改編によりトレンド・データの蓄積が困難なる，独立した地域別セグメント
が表示されず，地域別分析が行えなくなる，経営者が内部報告で用いた理解困難な IFRS に
準拠しない測定値が使用されるなどのデメリットをもたらすことが懸念された。 
Crawford et al. [2012] は，英国企業 150 社を対象に，IFRS 8 適用の影響を分析し，あわせ
て財務諸表の利用者，作成者，監査人が IFRS 8 は，IAS 14R よりも意思決定に有用な情報
を提供するとみなしている否かをインタビュー調査した。その結果，以下が明らかとなっ
た。第 1 に，報告セグメント数は 3.30 から 3.56 に増加し，顧客の所在地域別情報も増加し
た。第 2 に，報告セグメントごとの開示項目は減尐し，とりわけ資本的支出，負債，所在
地別資産を開示する企業数は著しく減尐した。第 3 に，Non-GAAP 測定値を報告する企業
は尐数にとどまり，Non-GAAP 測定値の使用から生じる重要な調整項目は報告されなかっ
た。第 4 に，調査対象者の過半数はマネジメント・プローチに賛成し，財務諸表の作成者
は IFRS 8 を強く支持した。第 5 に，ほとんどの調査対象者は，IFRS 8 が投資家の意思決定
に有用であると述べた。第 6 に，IFRS 8 の重要課題は，商業上のセンシティブな情報開示，
アニュアル・レポートにおけるセグメントの集計水準，別個に認識される重要性の閾値で
あることが明らかになった。第 7 に，企業全体の開示という IFRS 8 が要求する新たなカテ
ゴリーに回答者は当惑し，利用者は IAS 14R と同様の地域別開示が行われるか疑問視した。 
FTSE 100 のサンプル企業の分析によって，事業/製品別報告セグメントを 5％水準で有意
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に増加させたことを見出したが，99 社のうち，報告セグメントを増加させたのは 27 社にす
ぎず，59 社は同数で，13 社は報告セグメントを減尐させた。FTSE 250 から抽出されたサン
プル 51 社に関しては，IFRS 8 適用前後にかけて報告セグメント数は 2.71 から 2.75 に増
加したが，平均の差は有意でなく，増加 8 社，同数 34 社，減尐 9 社であった。 
Nichols et al. [2012] は，英国企業をサンプルから除き，14 カ国 326 社の欧州優良企業の 
IFRS 8 適用の影響を検証した。IAS 14R 適用時と IFRS 8 適用時の全サンプルの平均報告セ
グメント数は 3.84 と 4.19 で，t 検定の結果，増加は有意であった（p=0.0001，t=9.36）が，
2009 年に前年より報告セグメント数を増加させたのは 88 社（27％）のみで，201 社（62％）
は前年同数であり，37 社（11％）は報告セグメントを減尐させた。セグメントの収益性に
関する複数の測定値を含めると，IAS 14R では計 2,673 項目（平均 8.79 項目），IFRS 8 では
計 2,572 項目（平均 8.38 項目）で，各セグメントの平均開示項目数は有意に減尐し（t=1.82，
p=0.035），とりわけセグメント負債，持分法投資利益，非流動資産への追加（資本的支出）
の開示比率が著しく下がった。卖一の収益性測定値を開示した企業は，IFRS 8 では 314 社
中 236 社（75％），IAS 14R では 303 社中 250 社（82％），2 つの収益性測定値を開示した企
業は，IFRS 8 では 58 社（19％），IAS 14R では 41 社（14 ％），3 つの収益性測定値を開示
した企業は，IFRS 8 では 20 社（6％），IAS 14R では 12 社（4％）で，複数の収益性の測定
値を開示する企業の比率の増加は，有意で（t=2.38，p=0.017），IASB の予測のとおりであっ
た。 
Kang and Gray [2013] は，オーストラリア証券取引所に上場する上位 200 社（ASX 200）
を対象に，IFRS 8 と同等の AASB 8 Operating Segment（2009 年 1 月 1 日以降に開始される
事業年度から発効）適用前後のセグメント報告実践の変化を分析した。2010 年には 2008 
年の基本的セグメントを事業セグメントに名称変更した企業が 85.19％を占め，かつ製品/
事業別から地域別に変更した企業数と，地域別から製品/事業別へ変更した企業数が同じで，
全体的には，セグメント報告様式は変化しなかった。2008 年と 2010 年のサンプル全体の 1
社当たり平均報告セグメント数はそれぞれ 3.19，3.36 で平均の差は有意であった。 
企業会計基準第 17 号（2008 年 3 月）の公表により，我が国のセグメント情報開示基準も
IFRS 8，SFAS 131 と平仄を合わせることになった。IFRS 8 が我が国の IFRSs 任意適用企業
の報告セグメント数を変化させたか調査した。東京証券取引所の IFRSs 任意適用・任意適
用予定会社一覧によると，2014 年 3 月期決算において IFRS を任意適用している企業は，27
社であった。EDINET から 2010 年度と 2013 年度の有価証券報告書を入手し，比較すると，
報告セグメント数を増加させたのは，三井物産，三菱商事など数社にすぎなかった。日本
電波工業のように卖一セグメントであると記述している企業も見られ，欧州企業と同様に，
IFRS 8 は我が国企業の報告セグメント数の増加をもたらしてはいない。 
英国企業（FTSE 100 および FTSE 350）をサンプルとした Crawford et al.[2012]，欧州優良
企業（欧州各国を代表する株価指数構成企業）に焦点を当てた Nichols et al. [2012]，オース
トラリア企業（top200 ASX）を題材とする Kang and Gray [2013] の調査結果によれば，IFRS 
8 適用前後の 1 社あたりの平均報告セグメント数の差は，統計的に有意であり，報告セグメ
ント数は増加したと推計されたものの，増加率は僅尐であり，IFRS 8 発効後，報告セグメ
ント数を増加させた企業も尐数にとどまった。 
報告セグメント数が顕著に増加しなかった理由は，次のとおりであると思料される。第 1
の理由は，IFRS 8 が IAS 14R で設けられていたリスク・便益要件を除き，基本的セグメン
トとして，LOB か地域のいずれかを選択することを要求しなかったからである。第 2 の理
由は，IAS 14R の pure management approach によって，卖一報告セグメント企業の減尐と報
告セグメント数の増加をすでに実現させていたからである。第 3 の理由は，情報作成コス
ト（監査コストを含む）の負担増，自社を競争上不利な立場に陥らせるセンシティブな情
報の外部漏洩を防ぐため，IFRS 8 において与えられた裁量権を巧みに利用し，経営者が報
告セグメント数は従前どおりであると決定し，アニュアル・ レポートにその旨を記載した
からである。 
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 セグメント報告は，EU 域内の会計基準を巡る主導権争いの場となり，SFAS131 のセグメ
ント報告とのコンバージェンスを促進させる目的で，IFRS 8 が公表された。共通の新たな
アプローチの採用に賛成するため，IASB と FASB が協力したというより，IASB が米国
GAAP を採用したという方が適切である。マネジメント・アプローチの導入，CODM とい
う用語の使用，non-IFRS 測定値使用の容認から察せられるとおり，IFRS 8 は SFAS131 と概
ね等しく，米国 GAAP と IFRSs のコンバージェンスの潮流は，IFRSs のアメリカ化を助長さ
せるとの謗りを免れ得ないであろう。 
 
 
第 9 章 リース会計基準の国際的収斂 
 
米国では，細則主義にもとづくリース会計基準の抜け穴探しが横行し，解約不能オペレ
ーティング・リースのオフバランス・シートファイナンスが蔓延した。アメリカ会計学会
の財務会計基準委員会も現行基準によるオフバランス・シートの横行を問題視した。FASB
は IASB と共同で，2010 年 8 月 17 日に，ED2010/09 を公表し，「使用権資産」と「リース債
務」を認識し，見積リース期間にわたり「使用権資産」を償却し，「リース債務」に係る支
払利息を計上することを提案した。本章では，現行基準または全体資産アプローチと比較
して，ED2010/09 において新たに導入した使用権アプローチの特徴・問題点を明らかにして
いる。 
まず，IAS17「リース」と FASB-ASC の Topic 840「リース」を比べて，リース会計基準
に関する米国 GAAP と IFRS の収斂の進展状況について考察する。IAS17 と Topic 840 はリ
ース取引の二区分，リスク・便益の移転，所有権移転条項，割安購入選択権の有無を判断
基準とする点で類似する。しかし，IAS17 では原則主義に従い，明瞭な数値基準の適用を回
避し，専門家が判断を行使する余地をより多く残すのに対し，Topic 840 は，細則主義に従
って，リース期間，最低リース料支払額に関する明瞭な数値基準を適用し，二者択一的処
理を求める点では異なる。また，IAS17 のみが特別仕様規準，解約に関する損失負担規準な
どをもつ点でも相違する。 
全体資産アプローチは，Monson[2001]において提示された。このアプローチによれば，リ
ース契約から生じる資産は，リース物件それ自体であり，リース契約に伴い発生する負債
には，リース期間にわたってリース料を払う義務だけでなく，リース期間満了時に貸手に
リース物件を返還する義務を含むと解す。リース資産は，リース物件の公正価値により測
定され，公正価値とリース料支払額の現在価値との差が残余価値（貸手への返還義務）と
みなされる。Monson[2001]は，財務構成要素アプローチ（使用権，更新オプション，購入オ
プションなどに契約を細分する）によると，契約の長短により資産，負債，利益の金額が
大きく異なり，財務比率の有用な比較が困難であり，全体資産アプローチの方が比較可能
性の点では優れると主張する。また，表現の忠実性という観点からしても，全体資産アプ
ローチの方が優れると説く。航空会社は，無形資産の束（使用権，更新オプション，購入
オプションなど） ではなく，物理的実体をもつ飛行機全体をたとえば，New York と Los 
Angels 間で移動させているのは，紛れもない事実であり，借手である航空会社がリース期
間中に支配しているのは，航空機である。実際に利用している資産と貸借対照表にオンバ
ランスされる資産の対応が曖昧となる，と財務構成要素アプローチを批判する。さらに，
Monson[2001]は，意思決定有用性という視点からも，全体資産アプローチの方が優れている
と述べる。 
しかし，全体資産アプローチに依拠し，オペレーティング・リースのオンバランス化を
実現しようとすると，財務報告の概念フレームワークの定義に合致しない返還義務が負債
に含まれ，内的整合性が保証されない。全体資産アプローチと財務構成要素アプローチは
ともに解約不能なリース契約から生じる資産・負債をオンバランス化させる理論的かつ実
践的処方箋となりえない。であるとすれば，注記情報を活用し，オペレーティング・リー
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スがファイナンス・リースとみなされる場合の金額を推計することが現状において，実行
可能な方策となろう。かような方策は，Imhoff et al. [1991]に見られる。 
 
 
第 10 章   リース会計基準の公開草案 
 
ED2010/09 にそった改訂基準は未公表である。Imhoff，Lipe，および Wright（以下では ILW
と略す）は，解約不能オペレーティング・リースの推計的資本化に関する一連の研究成果
を発表し，現行基準の継続を前提とした当面の解決の途を示した。ILW を嚆矢とする研究
は，Bennett and Bradbury [2003]に引き継がれた。本章ではまず，ILW の推計的資本化に関す
る研究の展開を辿った。 
Bennett and Bradbury [2003]は，リース期間 6 年，年間リース料 100 ドル，借手の追加借入
率 10 ％，税率 33％と仮定し，ILW が提唱した方法を含む複数のオペレーティング・リー
スの推計的資本化方法を比較説明するとともに，1995 年 12 月にニュージーランド証券市場
に上場する 38 社をサンプルに，推計的資本化が流動性と収益性にどの程度マイナスの影響
を与えるかを明らかにした。 
Bennett and Bradbury [2003]では，リース資産（使用権資産）は定額法によって償却された
が，リース資産（使用権資産）を現在価値償却する主張も見られる。Jennings and Marques 
[2013]は，リース資産の代替的償却方法を比較検討している。また，1998 年から 2008 年に
かけて Compustat database に収録され，変数が入手可能で，500 事業年度を確保できる業種
に属し，総資産に対する将来のリース料の平均比率が 0.05 に達する最終サンプル 34,707 事
業年度（19 業種）を抽出し，実証的成果を示している。 
リース開始後，リース資産の価値は，リース負債の価値よりも早期に下落するとみなし，
リース負債に対するリース資産の平均比率（ALR）を算定し，ALR をもとにリース資産の
価値を決定する。普通株の 1 株の期末価格を従属変数とし，1) 資産（＝オンバランスの資
産額＋定額法に基づくオフバランスのリース資産額＋繰延税金資産），2) 負債（＝オンバラ
ンスの負債額＋オフバランスのリース負債額），3) リース資産の修正額を 3 つを説明変数と
する回帰式が検証された。投資家がリース資産をネットキャッシュ・インフローがゼロの
投資とみなし，定額法により評価していれば，3) の係数はゼロとなる。投資家がリース資
産をネットキャッシュ・インフローがゼロの 投資とみなし，現在価値償却に基づきリース
資産を評価していれば，3) の係数は正で，1 と等しくなる。投資家がリース資産をネット
キャッシュ・インフローが 正の投資であるとみなしていれば，いずれの方法によっても，
3) の係数は 1 より大きくなると予測する。3) の係数は 2.16（t=3.45）で，1 より有意に大
きく，投資家がリース資産をネットキャッシュ・インフローが正の投資であるとみなして
いると推計された。  
IASB と FASB は 2013 年 5 月 16 日に再公開草案「リース」（ED2013/06）を公表し，使用
権モデルに基づき，短期リースを除くほとんどのリースについて「使用権資産」と「リー
ス債務」を貸借対照表に認識・計上することを借手に求めた。タイプ A（不動産以外の資産
のリース）とタイプ B に分類し，タイプ A については，原則として使用権資産の減価償却
費とリース債務に係る利息費用を計上し（前倒し），タイプ B のリースについては，定額の
リース費用を計上することを借手に求める。 
不動産リースの費用認識タイミングに関する見解の相違は，ED2013/06 公表の理論的障害
となった。契約初期のリース債務の現在価値は高いので，米国 GAAP によれば，費用は前
倒しで計上される。 
 
 
 
 
 
 12 
 
第 11 章   結 ― 総括と展望 ― 
 
2006 年ないし 2007 年を分水嶺として，SEC/FASB は米国 GAAP 至上主義を堅持する姿勢
を崩し，多元的財務報告の許容へと針路を変え，IFRSs の任意・強制適用に関する議論を喚
起した。それと呼応して，フェーズド・アプローチを採用し，FASB と IASB は共同で，比
較的着手し易く，短期的に縮小可能な差異と判断される 6 項目のうちの一つであるセグメ
ント報告に関する会計基準の収斂作業の完成に取り組み，成果を IFRS8「事業セグメント」
の公表により結実させた。しかし，当初期待したとおりマネジメント・アプローチ導入の
効果は発揮されず，報告セグメント数および報告項目数は顕著に増加せず，従前から用い
ていたセグメンテーション様式を継続して使用する企業が大半を占めた。 
両審議会が合意に達し，速やかに会計基準の改訂が行われたセグメント報告基準とは対
照的に，リース会計基準の収斂は難航している。現行基準によると，借手の経営者は取引
を組み替え，当該リース取引がファイナンス・リースの範疇に属するか判定する際に用い
られる数値基準を潜り抜けられるよう取引を組成し，リース資産・債務をオフバランスに
できる。そこで，ED2010/9 では，使用権モデル・卖一資産アプローチを採用した。その後，
短期の不動産リースの経済的実態を適切に表示しないとの批判をうけて，ED2013/06 では，
不動産以外の資産リースのタイプ A と不動産リースのタイプ B の 2 分類を設け，タイプ別
にリース収益および費用の認識方法，認識時期を決定することにした。両審議会は，2014
年 3 月 18 日に共同会議を開催し，IASB はすべてのリースをタイプ A として処理する 1 モ
デルを，FASB はタイプ A とタイプ B に区分する 2 モデルを支持した。FASB が IASB と異
なる見解を示したのは，第 1 には米国 GAAP が「条件別統一」を志向するからであると考
えられる。FASB は，将来の見積キャッシュ・フローのパターンを識別し，各事象について
唯一の方法を適用することを原則とし，将来の見積キャッシュ・フローのパターンとは無
関係に，類似の事象に対し，唯一の会計方法の採用を認める「無条件統一」を志向しない。
第 2 には，借手・貸手企業の強い反対の意見を 汲み入れたからであると思料される。借手
は ED2013/06 の処理は煩雑で，費用負担が重く，費用便益の観点から好ましくないと指摘
し，貸手はリースの利便性が失われ，リースの利用機会が減尐すると主張した。FASBと IASB 
は互いに異なる見解を示し，リース会計基準に関する収斂はこのままでは終息に向かいそ
うもない。 
両審議会のセグメント報告基準とリース会計基準の収斂プロセスには，共通して会計の
政治化現象が見受けられる。自社のビジネスモデルに揺るぎが生じないように，詳細な事
業/製品/地域別情報を秘匿扱いにしようとする経営者がセグメント報告基準の設定過程に
積極的に関与した。リース資産・債務のオフバランス化余地の温存を望む借手とリース利
用機会の減尐に伴う収益減を懸念する貸手がリース会計基準の設定過程に介入した。 
SEC の主任会計士は，最終報告書「米国発行体の財務報告制度への国際財務報告基準の
組込みを検討するためのワーク・プラン」（2012 年 7 月 13 日）を公表した。本最終報告書
では，IASB がシングルセットの高品質で，国際的に認められた会計基準の確立を標榜する
ことには一定の理解を示したが，米国企業が IFRSs により財務報告を行うことを次の 3 つ
の理由から支持しないことが明らかにされた。第 1 に，個別の会計基準ごとに IFRSs を自
国に組み込むエンドースメント・アプローチを採用する国が，IASB の提案する会計基準の
一部を受け入れない場合，会計基準の範囲に関する IASB の決定が変質する場合がある。第
2 に，IFRSs への移行には多大なコストと労力を要する。第 3 に，多数の法律，規制，契約
において米国 GAAP が参照されており，参照先を米国 GAAP から IFRSs に変更することは，
短期的にはほとんど不可能である。 
 本最終報告書では，米国企業が財務報告を行う際の会計基準として IFRSs を指定するに
は，解決すべきいくつかの課題があるとも指摘された。資本の特徴を有する金融商品，リ
ース，収益認識などのプロジェクトが未完了であり，また特定の産業に関する会計基準・
指針が IFRSs にはない。IASB は特定の国の投資家・証券市場を保護する責任を有しないの
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で，米国の投資家・証券市場を保護するには，FASB を存続させ，FASB の IFRSs 設定への
積極的関与を前提に，IFRSs 承認を検討する。米国，大手監査法人の IFRS 財団への拠出額
が多く，財政基盤の独立性が欠如しており，新たな資金調達メカニズム，財政基盤の確立
が急務と言える。 
IASB は 2013 年 7 月 18 日に「財務報告に関する概念フレームワーク」の改訂に関するデ
ィスカッション・ペーパーを公表し，長期的には，純利益を廃止し，包括利益に一本化す
ること，持合い株式の評価差額の資本直入項目とし，リサイクリングを禁止する方針を固
めた。利益概念，リサイクリングの是非について，我が国と米国の間に大きな齟齬はなく ，
支障はない。しかし，のれんの処理のように，我が国と米国の規定が異なる場合，重大な
問題が生じる。米国 GAAP の世界浸透戦略が奏功し，IFRSs が米国の投資家・証券市場の
保護を最優先する米国 GAAP を色濃く反映したものになるとすれば，我が国が IFRSs の任
意・強制適用を推し進めると，我が国の財務諸表の利用者に不利益をもたらしかねない。
世界の二大 GAAP の担い手である SEC/FASB，IASB に対し，これまで以上に我が国から意
見を発信し，我が国が国際的に認められる会計基準設定の第三極となることが求められる。 
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